
事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

利用料金の減収に伴
う指定管理料の追加 2億994万1千円 新型コロナウイルス感染症の影響によ
措置 り利用が減少している施設の指定管理
（市民局） 財源内訳 者が適切に管理運営できるよう、指定

管理料を追加措置する。
　国庫補助金

1億5,543万1千円 　（対象施設等）

　一般財源
5,451万円

感染症拡大防止協力
支援金への負担金 5,628万8千円 感染症拡大防止のため、県独自の要請
（健康福祉局） により休業や営業時間の短縮を実施し

財源内訳 た市内中心部の酒類提供飲食店に支給
される協力金の一部を負担する。

　国庫補助金
5,628万8千円 　　対象期間　３年５月12日～15日

　　（なお、緊急事態措置開始日以降
　　　の期間に係る協力金については、
　　　県が地方負担額の全額を負担）

　　協力金総額　5億6,288万円
　　（うち地方負担額　1億1,257万6千円）
　　（負担割合）
　　　広島県：広島市＝１：１

補 正 予 算 の 内 訳

対 象 施 設 指 定 管 理 者 追 加 措 置 額

 文化交流会館  広島アートウインド運営企業体 1億3,264万1千円

 広島国際会議場  (公財)広島平和文化センター 7,730万円
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

生活支援特別給付金
の支給 12億6,338万3千円 ひとり親世帯以外の低所得の子育て
（こども未来局） 世帯への生活支援特別給付金 10億5,150万円

財源内訳
　　対象者　⑴の要件のいずれかに該

　国庫補助金 　　　　　　当し、かつ、⑵の要件の
12億6,338万3千円 　　　　　　いずれかに該当する者

　　　⑴養育要件
　　　　①３年４月から４年３月まで
　　　　　のいずれかの月分の児童手
　　　　　当又は特別児童扶養手当の
　　　　　受給者
　　　　②平成15年４月２日から18年
　　　　　４月１日までに出生した児
　　　　　童を養育する者

　　　⑵所得要件　
　　　　①３年度分の住民税均等割が
　　　　　非課税である者
　　　　②新型コロナウイルス感染症
　　　　　の影響を受けて家計が急変
　　　　　し、３年度分の住民税均等
　　　　　割が非課税である者と同様
　　　　　の水準である者

　　給付額　５万円／児童

事務費 2億1,188万3千円

　　システムの構築・運用、コールセ
　　ンター運営、申請書の作成・送付
　　等
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

安佐南工場火災復旧 4億9,500万円 本年１月に発生した火災により損傷し
（環境局） た安佐南工場の応急復旧工事を行う。

財源内訳
　（工事の概要）

　市債
4億9,500万円

区　 　 分 事 業 費

ごみクレーンのモーターの更新等 3億5,700万円

放水銃等の初期消火設備の更新 1億2,800万円

クレーン操作室の窓の更新 1,000万円

合　 　 計 4億9,500万円
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

感染拡大防止等に取
り組む事業者への支 5億円 新型コロナウイルス感染症の影響が長
援 期化する中で、多くの中小事業者が苦
（経済観光局） 財源内訳 境に立たされていることから、こうし

た事業者が、共助の精神の下、団体又
　国庫補助金 はグループで苦境に耐え、感染拡大の

5億円 防止を図りながら事業を維持するため
に行う取組に要する経費を補助する。

　　対 象 者　３以上の中小事業者で
　　　　　　　構成し、かつ過半数が
　　　　　　　市内事業者である団体
　　　　　　　又はグループ（全業種
　　　　　　　を対象）

　　補 助 率　９／10

　　限 度 額　事業者の数に応じて設
　　　　　　　定
　　　　　　  ３～10者　　 100万円
　　　　　　  11～25者　　 250万円
　　　　　　  26～50者　　 500万円
　　　　　　  51～75者　　 750万円
　 　  　 　  76者以上　 1,000万円

　（取組の例）
　　①ドライブスルー形式の物品販売 
　　②オンライン体験観光サービスの 
　　　提供
　　③デリバリー用の料理を作るため
　　　の調理施設の共同運営
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

南観音住宅等管理 施設の管理を指定管理者に行わせるこ
（都市整備局） とに伴い、債務負担行為を設定する。

　　指定開始日　３年７月１日

　　指定管理者　株式会社第一ビルサ
　　　　　　　　ービス

　（債務負担行為の設定）

竹屋児童館の建替え △9,572万円 当初の想定よりも地盤が軟弱で、追加
（教育委員会） の杭打ち工事が必要となったことに伴

財源内訳 い、工事費の増額及び工事期間の変更
を行う。

　国庫補助金
△1,550万円 　（増額及び変更の内容）

　市債
△6,420万円

　一般財源
△1,602万円

　（債務負担行為の設定）

事　業　名 期　　間 限　度　額

南観音住宅等管理 ４～６年度 400万5千円

区　分 変更前(A) 変更後(B) 差引(B-A)

工事費 1億6,050万円 1億8,000万円 1,950万円

３年度 1億6,050万円 6,478万円 △9,572万円

４年度 ― 1億1,522万円 1億1,522万円

事　業　名 期　　間 限　度　額

竹屋児童館建替え ４年度 1億1,522万円
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

事業の延期による減
額 △3,849万円 新型コロナウイルス感染症の影響によ
（市民局） り延期した事業の不用額を減額する。

財源内訳
　　第10回平和首長会議総会の開催

　一般財源
△3,849万円
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